
岐阜県住宅リフォーム相談員登録制度要綱

（目的）

第１条 この要綱は、住宅ストックの量的充足が進むなか、住宅リフォーム市場の活性化を図る

ために既存住宅の質の向上と有効活用を促進し、もって、県民が安心して住宅リフォームを行

うことができる環境を整備するとともに空き家の利活用を図るため、岐阜県住宅リフォーム相

談員（以下「相談員」という。）の登録に関し、必要な事項を定めることを目的とする。

（実施主体）

第２条 本制度は、岐阜県住宅リフォーム推進協議会（以下「推進協議会」という。）により運営

する。

（登録）

第３条 相談員は、次の条件を満たす者であって、第５条の講習を受講した者の中から推進協議

会が登録するものとする。

一 推進協議会の構成団体に所属している。（相談員の登録を申請しようとする者（以下「登録

申請者」という。）が所属する事務所又は事業所が推進協議会に所属する場合は、構成団体に

所属しているとみなす。）

二 建築士法（昭和２５年法律第２０２号。以下「法」という。）第２３条第１項に定める岐阜

県知事登録の建築士事務所（以下「事務所」という。）に所属する、同法第２条第１項に定め

る建築士であること。

三 申請の日において、建築士資格取得後１０年以上の設計及び工事監理の実務経験を有する

こと。

四 この要綱の規定を遵守することを誓約していること。

五 建築基準法、法、特定商取引に関する法律、その他関係法令等に違反し処分又は刑を受け

た場合、その処分等の日から３年以上経過していること。

六 禁錮以上の刑に処せられたことがないこと。

２ 前項の規定による登録を受けようとする者は、相談員登録申請書（第１号様式）に、次に掲

げる書類を添付して、推進協議会に申請するものとする。

一 建築士免許証の写し

二 写真２枚（申請前６月以内に撮影した無帽、正面、上半身、無背景の縦３０mm横２５mm 
のもの）

 三 第５条第２項の講習の受講修了証の写し

 四 前項第４号の誓約書[相談員名簿の閲覧に係る同意書]（第２号様式）

（登録証の交付）

第４条 推進協議会は、前条第２項の規定による申請があった場合において、登録申請者が相談

員として適格と認めた場合は、相談員台帳に登録するとともに、登録申請者に相談員登録証（第

３号様式、以下「登録証」という。）を交付するものとする。

２ 登録の有効期間は、登録の日から３年を経過した日の属する月の末日までとする。

３ 推進協議会は、前条第２項の規定による申請があった場合において、登録申請者が相談員と

して適格でないと認めたときは、登録しないことができる。この場合において、推進協議会は、

登録できない旨の通知書（第４号様式）により登録申請者に通知しなければならない。

（講習）

第５条 登録申請者は、別表第１に定める推進協議会が実施又は指定する講習を受講しなければ

ならない。ただし、別表第１のアの講習は相談員の登録から３年以内に受講すればよいものと

する。

２ 推進協議会は相談員の技術の向上を図るため、別表第１のアの講習会を毎年実施するものと

 する。
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（相談員の責務）

第６条 相談員は、県民の依頼に対して、謙虚に誠意をもって業務を履行しなければならない。

２ 相談員は、業務の際に知り得た情報や資料などを他者に漏らしてはならない。

３ 相談員は、不必要な住宅リフォームの勧誘をしてはならない。

４ 相談員は、常に自己の研鑽に励み、能力向上に努めなければならない。

（相談員の業務）

第７条 相談員は、県民の依頼に応じて、住宅リフォーム等に係る一般相談（電話相談）業務及

 び現地相談業務を行うものとする。

２ 前項の一般相談（電話相談）業務とは、次の業務をいい、かつ、無料で行う。

 一 リフォーム相談

 （１） 住宅リフォーム、住宅のバリアフリー化、省エネルギー化等の事例の紹介

 （２） 税制や支援制度の紹介

（３） インスペクション制度の紹介

 （４） 上記に関連する住宅リフォームの一般的な留意点の説明など

 二 空き家相談

 （１） インスペクション制度の紹介

 （２） 空き家の状態について助言

３ 第１項の現地相談業務とは、次の業務をいい、依頼者から実費を徴収することができるもの

とする。ただし、相談員はこの額について事前に依頼者の了承を得なければならない。

 一 リフォーム相談

 （１） 目視により現地を確認してから、第２項第一号の業務を実施

 二 空き家相談

 （１） 空き家の状態について目視した結果を基に助言

４ 前項の実費は、５，０００円とする。

５ 相談員は相談業務の依頼を受けたときは、正当な理由無くしてこれを拒否してはならない。

６ 相談員は、相談業務の実施に関し、関係人の請求があったときは登録証を提示しなければな

らない。

７ 相談員は、第２項の一般相談（電話相談）業務実施後は相談記録票（第５号様式）を、第３

項の現地相談業務実施後は現地相談記録票（第６号様式）を作成するとともに３年間保管しな

ければならない。

（登録事項の変更）

第８条 相談員は、第３条第２項の規定により申請した事項に変更が生じた場合は、相談員登録

事項変更届（第７号様式）により推進協議会に届け出なければならない。

２ 推進協議会は、前項に規定する届出があったときは、相談員台帳を更新するものとする。

（登録の取消し）

第９条 推進協議会は、相談員が次の各号に該当したときは、登録を取り消すことができる。こ

の場合において、推進協議会は、相談員登録取消通知書（第８号様式）により本人に通知しな

ければならない。

一 事務所に勤務する建築士でなくなったとき

二 勤務する事務所が閉鎖又は廃業となったとき

三 建築基準法、法、特定商取引に関する法律、その他関係法令等に違反し処分等を受けたと

 き

四 禁錮以上の刑に処せられたとき

五 不必要な改修の勧誘や業務不履行など、業務に関して相当の不都合があったとき

六 登録申請において、虚偽の申請があったと認められたとき

七 推進協議会が指定する研修に参加しないなど、技術研鑽の努力が認められないとき

八 その他推進協議会が不適任と認めたとき
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２ 推進協議会は前項の規定により登録の取消しを行ったときは、相談員台帳から抹消するとと

もに、登録証を返納させるものとする。

（登録の辞退）

第１０条 相談員は、登録を辞退しようとするときは、相談員登録辞退届出書（第９号様式）に

 登録証を添えて届け出るものとする。

２ 推進協議会は、前項の規定による届出があったときは、相談員台帳から抹消するものとする。

 この場合において、推進協議会は、前条第１項の相談員登録取消通知書により本人に通知する

ものとする。

（登録の更新）

第１１条 登録の更新を受けようとする者（以下「更新申請者」という。）は、次の条件を満たす

とともに、登録の有効期間内に別表第１のアの講習を１回以上受講しなければならない。

一 推進協議会の構成団体に所属している。（更新申請者が所属する事務所又は事業所が推進協

議会に所属する場合は、構成団体に所属しているとみなす。）

二 法第２３条第１項に定める事務所に所属する同法第２条第１項に定める建築士であること。

三 この要綱の規定を遵守することを誓約していること。

四 次項の申請の日から過去３年以内に建築基準法、法、特定商取引に関する法律、その他関

係法令等に違反し処分等を受けていないこと。

五 禁錮以上の刑に処せられたことがないこと。

２ 更新申請者は、相談員登録更新申請書（第１０号様式）に第３条第２項第一号から第四号ま

 での書類並びに登録証を添付し、登録の有効期間が満了する１ヶ月前までに推進協議会に申請

するものとする。

３ 推進協議会は、前項の規定による申請があった場合、更新申請者の過去の住宅リフォームに

かかる相談業務の実績報告を求めることとし、住宅リフォームに係る相談業務の実施が認めら

れた場合は、相談員台帳に登録するとともに、更新申請者に登録証を交付するものとする。

４ 推進協議会は、第２項の規定による申請があった場合において、更新申請者が相談員として

適格でないと認めたときは、登録しないことができる。この場合において、推進協議会は、登

録できない旨の通知書により更新申請者に通知しなければならない。

５ 第４条第２項の規定は更新後の登録の有効期間について準用する。

（登録料）

第１２条 第３条の規定による登録又は第１１条の規定による登録の更新を受けようとする者は、

３，０００円の登録料を納めなければならない。

（登録の失効）

第１３条 登録は、相談員が登録の有効期間内にその更新を行わなかったときは、その効力を失

う。

（登録証の再交付）

第１４条 相談員は、登録証を紛失又は汚損したときは、相談員登録証再交付申請書（第１１号

様式）により推進協議会に再交付を申請しなければならない。

２ 推進協議会は、前項の規定による申請があったときは、申請者に登録証を再交付するものと

する。

３ 前項の規定により登録証の再交付を受けた相談員が紛失した登録証を発見したときは、速や

かに当該登録証を推進協議会に返納するものとする。

（報告）

第１５条 相談員は、推進協議会の求めに応じて業務の状況等を報告しなければならない。
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（その他）

第１６条 この要綱に定めるもののほか、相談員の登録に関し必要な事項は、推進協議会が別に

定める。

附 則

 １ この要綱は平成２８年 月 日から施行する。

 ２ 平成２８年度については、第５条別表第１のイ及びウの講習は当該年度中に受講すること

を条件に登録を受け付けるものとする。

別表第１（第５条関係）

講 習 開催団体

ア 事業者向けセミナー 岐阜県住宅リフォーム推進協議会

イ
住宅省エネルギー施工・設計技術者

講習

岐阜県木造住宅生産体制強化地域協議会

ウ
既存住宅現況検査技術者講習（イン

スペクション）

国の長期優良住宅化リフォーム推進事業に

おけるインスペクター講習団体
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